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近代日本における中小地主の存在形態
- 岡山県高戸家の地主経営を中心に-
森 元 辰 昭
(椿心女子高等学校)
は じめ に
近代日本地主制史研究は,1950年代のいわゆる寄生地主論争のなかで,主
として古島敏雄氏によって提唱され(1),その指導に関わる研究グループによ
る成果が ｢近代土地制度史研究叢書｣として刊行されている(2)0
古島敏雄氏の問題提起は多岐にわたるが,60年代後半より新たな研究視角
から発展させられたと言えよう｡国家権力 (天皇制)と地主制との関連に関
しては安良城盛昭氏(3)が,資本主義と地主制との関連に関しては中村政則
氏(4)がその代表といえ,両者によるいわゆる安良城-中村論争を生むにい
たった｡この中で中村政則氏の ｢地租および地代の資本-の転化論｣を方法
的主軸とする問題提起は,その後の地主制史研究を主導し,成立期 ･確立期
(1)古島敏雄編 『日本地主制史研究』(岩波毒店,1969年第6刷),同 『資本制生産の展開
と地主制』(御茶の水書房,1978年,同 『古島敏雄著作集 第八巻』(東京大学出版会,
1983年)など｡
(2)守田志郎 『地主経済と地方資本』(御茶の水書房,1978年),旗手勲 『日本における大
農場の生成と展開』(御茶の水書房,1978年)
(3)安良城盛昭 ｢地主制の展開｣(岩波講座 『日本歴史』近代3所収,1962年),同 ｢日本
農業-地主制の地帯構造について｣(『茨木県史研究』13,1969年),のち『天皇制と地主
制』下 (塙書房,1990年に収録)｡
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ばかりでなく衰退期をふくめた研究の進展を見たといえよう(5)0
その後,岡山県邑久郡牛窓町の大地主であり,植民地地主であった西服部
家の地主経営分析が刊行されたが(6),これ以降は農民運動史や農村社会運動
史研究に発展し,現在に至っている(7)｡
しかしながら,ここでの問題点の一つに,これまでの研究が大地主に集中
し,中小地主の研究が手薄になっていることがある(8)｡その要因としては,
天皇制と地主制の関係を重視する安良城盛昭氏の場合は,天皇制権力の階級
的基礎としての地主制史研究という立場から,｢貴族院多額納税者互選人名
簿｣に掲げる大地主や,郡会議員選挙基準とされる地価 1万円以上地主が対
象となり,資本主義と地主制の関係を重視する中村政則氏の立場でも,有価
証券投資を活発に展開する大地主こそ,最も資本主義との関係が明瞭である
(4)永原慶二 ･中村政則 ･西田美昭 ･松元宏 『日本地主制の構成と段階』(東京大学出版
会,1972年),大石嘉一郎編 『日本産業革命の研究』下 (東京大学出版会,1975年)所
収,中村政則 ｢地主制｣,中村政則 『近代日本地主制史研究』(東京大学出版会,1979
年)
(5)坂井芳郎 『日本地主制史研究序説』(御茶の水書房,1978年),丹羽弘 『地主側の形成
と構造』(御茶の水書房,1982年)などがあるO
(6)大石嘉一郎編著 『近代日本における地主経営の展開』(御茶の水書房,1985年)｡な
お,同書の終章 ｢日本地主制における西服部家の位置｣で西田美昭氏が全国の大地主に
関する研究成果について簡潔にまとめているo
(7)中村政則氏の地主制と資本主義の構造的連関にかんする資本市場 ･商品市場 ･労働
力市場の問題提起を継承する研究に,清水洋二 ｢東北水稲単作地帯における農村労働力
の流出構造｣- ･二 (『社会科学研究』第32巻第4号,第33巻第1号,1980,1981年)が
ある｡後退期に関しては小作争議との関連で協調体制を問題とする庄司俊作 ｢近畿先進
農業地帯における地主制の後退過程- 『協調体制』の問題を中心として-｣(『土地制度
史学』第89号,1980年)｡大栗行昭 ｢北関東小作争議発生地域における地主制の展開｣
(『土地制度史学』第129号,1990年),佐藤正志 『農村阻織化と協調組合』(御茶の水書
房,1996年)などがあるO磨村社会運動については西田美昭編著 『昭和恐慌下の農村社
会運動』(御茶の水書房,1978年),同 『近代日本農民運動史』(東京大学出版会1997年)
がある｡
(8)大乗行昭 『日本地主制の展開と構造』(お茶の水書房1997年)で,後退期における北関
東 (栃木県)の中地主3家の分析があり,そこでの在村耕作地主の経営を小作争議との
関係で明らかにしており,貴重な分析である0
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ことによると考えられるDまた,小地主に関しては,地主-豪農論に依拠
し,主として自由民権運動との関係で研究が進展してきたが,中地主に関し
ては,そのような位置づけが明瞭でなくいわば放置されてきたとも言える
し,中小地主ということで一括されてきたといえようoさらに,史料の残存
状態および史料自体の作成方法に関する差異が,中小地主研究を困難にして
いる事情があると思われる｡
もちろん,大地主の研究の中で中小地主について言及することは散見され
る｡その場合,産業革命期における中小地主の没落が語られるのである｡例
えば,安良城盛昭氏は,｢日露戦争期における戦時非常特別税としての地租
増徴の結果生じた中小地主の没落｣(9)の結果,大地主が土地を集積 したこと
杏,また,有元正雄氏も野崎家の土地集積に言及して ｢日露戦争 ･戦後期の
増税に農村を中心とする不況が彼ら大地主 ･中小地主の土地を放出させた理
由｣(10)としている｡しかし,事態はそう単純ではないといえる｡たとえば,
1908年に野崎家に8町 1反余を売却した荻野亀太郎は,児島銀行との関連を
持ち,この銀行が九州石炭業者への不良貸付で回収不能,倒産に追い込まれ
た (1904年 1月)ことと関連していると推測されるし,1897年に西服部家に
6町8反8畝14歩 (筆数99)を売却した佐藤道信は,1894年設立の岡山銀行
頭取でかつ岡山貯蓄銀行取締役であった(ll)｡この場合の土地売却は銀行経営
資金などの調達方法と考えられ,非常特別税による ｢没落｣とはいえないo
これらの例にみられるごとく,地租の重圧によって没落したとは考えられな
い場合が多いといえよう｡
したがって,中小地主研究はまず第1に,産業革命期に中小地主がいかな
る状況に直面し,その課題にいかに対処 したかについて解明する必要があ
(9)東京大学社会科学研究所 『倉敷紡練の資本蓄項と大原家の土地所有』所収,安良城盛
昭 ｢大原家の土地所有｣153ページ｡
(10)有元正雄 『備前児島野崎家の研究』所収,424ページ｡
(ll) 『中国銀行五十年史』788ページ｡
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る｡第2に,既に指摘されているとおり,産業革命期に多くの中小地主が銀
行を設立したり,地場産業を興したりしたが(12),地主側からの研究が少ない
状況にあるO中小地主とこれらの関係についての解明が必要であるo 第 3
に,中央 ･地方を問わず,明治意法体制のもとでは,中小地主を政治の担い
手とした体制であった｡初期帝国議会の衆議院議員の約半数は中小地主出身
者であったし(13),県会 ･郡会 ･市町村レベルを含め,多くの政治家を輩出し
た母胎が中小地主であった｡その政治活動が,地主経営に与えた影響につい
て解明する必要がある｡第4に,大地主と中小地主との関係についての解明
である｡地主会や地主同盟など,小作争議対策として結成された諸種の魁織
のなかで,大地主と中小地主とでは小作争議-の対応の相違となって現れる
と思われる(14)o
以上のように,中小地主に関する研究は近代日本地主制史研究にとって不
可欠の分野であると考えられるが,その研究成果は以外と少ないのが現状で
ある｡幸い岡山県は大地主の研究が進んでおり(15),これとの比較によって中
小地主経営の特徴を明らかにすることができよう｡本論文では,岡山県浅口
郡鴨方村に居を構え,約20町歩を所有した中地主高戸家の地主経営分析を通
じて,以上のような課題に迫りたい｡
なお,大地主 ･中地主 ･小地主の区分にかんしては,安良城盛昭氏の地価
1万円以上大地主の規定や,農務局 ｢大正十三年六月調査 五十町歩以上ノ
(12)神立春樹 『明治期農村織物業の展開』(東京大学出版会,1974年),神立春樹 ･篇西大
和 『綿工業都市の成立』(古今書院,1977年)などがある｡
(13)安良城盛昭,前掲 ｢地主制の展開｣｡
(14)このことについては,ここで対象とする高戸家の事例中では見られないが,岡山県赤
磐郡周匝村 (硯吉井町)の1915年,1922年～1925年に展開された小作争議の対応をめ
ぐって大地主西服部家は ｢検見要求｣を拒否したり,訴訟に持ち込んだりしたが,在村
中小地主は検鬼を受け入れ,小作料減額でも1割5分引きと2割引きを実施した｡前掲
大石嘉一郎編著 『近代日本における地主経営の展開』(御茶の水書房,1985年)および
『吉井町史 第-巻』(吉井町史編纂委員会,1995年)第十二幸3拙稿 ｢地主側の矛盾｣
参照のこと0
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大地主｣にもとづいて,50町歩以上を大地主,5-50町歩を中地主,5町歩
以下を小地主とする大橋博氏の規定(16)などがあって必ずしも統一されてい
ないが,ここでは,大橋氏の区分にしたがっている｡
1.高戸家と対象地域の概観
鴨方村を含む浅口郡は,神立春樹氏の研究によれば17),松方デフレ期で
紘,耕地の売買率,質入 ･喜入率ともに最も低い郡であったが,この時期の
小作地率をみると,1883年で既に59.8%と全県平均の38.3%をはるかに凌い
で最高を示し,またこの段階でピークを迎えている(18)oまた,農家の専
業 ･兼業別では,概して県南および備中南部の諸郡で兼業率が商いが,浅口
郡も23.3%を示して,兼業率の高い地域に含まれるOさらに,1883年におけ
る自小作別農家戸数をみると,自作農家36.2%,自小作農60.0%,小作農
3.8%となっていて,全県の34.7%,49.3%,16.0%に対して著しい特徴を示
(15)前掲 『倉敷紡続の資本蓄横と大原家の土地所有jI,太田健一 『日本主制成立過程の分
析』(福武書店,1981年),有元正雄はか 『備前児島野崎家の研究』,拙稿 ｢岡山県におけ
る大地主の資金運用形態の分析｣(山陽放送学術文化財団 『リボ-t』第23号,1979
年),｢日本人地主の植民地 (朝鮮)進出一岡山県満手家の事例-｣(『土地制度史学』第
82号,1979年),同 ｢大地主構手家の有価証券投資と銀行の役割｣(清心女子高校 『紀
要』第12号,1996年),大石嘉一郎編著 『近代日本における地主経常の展開』(お茶の水
書房,1985年)難波保夫 ｢岡山県北地主制史研究序説一川上村遠藤家を事例として一日｣
(『岡山県私学紀要』第14号,1980年)などがある｡
(16)大橋博 ｢日本地主制研究 〔序説〕(上)｣(『農業総合研究』第27巻第3号,1973)
(17)神立春樹 『産業革命期における地域編成』(御茶の水苔房,1987年)所収第二章 ｢明治
十年代の岡山県における土地移動の地域的状況｣(原論文は ｢明治10年代の岡山県にお
ける土地移動の地域的状況｣(『岡山大学経済学会雑誌』第3巻4号.1982年)Oなお,松
方デフレ期の農民の没落については,神立春樹 ｢森田文蔵 (思軒)の描写した松方デフ
レ期の岡山の農村｣(『岡山大学経済学会雑誌』第20巻第2号,1988年),太田健一 『日本
地主制成立過程の研究』349-355ページがあるO
(18)有元正雄ほか 『郡市別小作地率の史的分析』(『広島大学文学部紀要』第44巻特輯号
2,1984年)
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している｡自作農家の一定の高さと小作農が極めて少ないこと,地主 ･小作
関係が自小作農の形で進行していることを示しているO
以上のように,浅口郡では松方デフレ期以前の土地売買,質入 ･善人など
の土地異動が活発であった｡特に,1876年の早害を直接的実検とした田畑 ･
山林などの質入 ･善人が顕著で,鴨方村では78件を数えている｡その意味で
デフレ期はすでに進行していた土地異動の到達点であったこと,したがっ
て,農民はこの時期には何らかの危機対応策を有していたと推測できるので
ある｡土地売買や ･質入 ･善人は自分の耕地をすべて投げ出すのではなく,
一部の土地を放出することで克服できたといってよい｡このような条件こそ
農業生産力の高さ,とりわけ綿作の広範な展開にあったといえよう｡この点
を確認すれば,以下のようになる｡
1881年における浅口郡の農業生産額をみると,梗米生産額は県下で第 5
位,精米4位,小麦 1位,裸麦2位,栗 1位,黍4位と穀物生産が高く,当
時の商品作物を代表する実綿は,150,792貫を生産して岡山県下693,186貫の
約22%を占めていた｡
このように,浅口郡は松方デフレ期の農民の全般的没落の事態は避け得た
ものの,それでも耕地を売買 ･質入 ･吾人する農民も多く,後にみるごとく
高戸家の土地集横もこの時期に多く実現されている｡
1890年代になると,この地域を代表する農村加工業である麦梓真田と素麺
業の展開が顕著となる｡麦梓真田の最初の全国統計である1899年における全
国的生産状況をみると (｢第二十回帝国統計年鑑｣),岡山県は製造戸数
18,461戸,職工数52,767人,数量5,463,000束,価格1,772,807円を数え,と
もに全国の60%以上を占めて2位の愛知県を大きく離している｡さらにこれ
を岡山県内の郡別でみると,浅口･小田 ･後月 ･上房 ･川上の備中諸郡に集
中しているが,その中でも浅口郡は最大の産地であった｡
後者は,江戸時代1800年代初頭の文政期に ｢手繰素麺｣が発達 していた
が,1893年に山本伯逸が県下で初めて製麺機械を導入して機械製鮭鈍の生産
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を始め,1895年には製粉循環 ｢ジョウゴ｣という製粉枚概が発明されて,機
械製素麺の生産が可能となって大量生産時代を迎えることになった｡1895年
における岡山県下の素麺の70%強は浅口郡で生産されたが,鴨方村の小坂東
地区が中心であり,後にみるごとく,高戸家との間にこれを担保とした金銭
貸借関係が成立していた｡
これらの麦梓真田や素麺,酒 ･静などの農村加工業製品の輸送は,1891年
に山陽鉄道が開通し鴨方駅が開設されたことで,従来の玉島 ･寄島･笠岡港
を経由する流通経路から鴨方駅に集中し,鉄道便によって,京阪神や広島･
九州に販路を拡大していったのである｡
高戸家の地主経営は,このように米麦二毛作地帯の高位生産力地帯でかつ
農村加工業の発達した地帯であり,周辺地域の玉島には1881(明治14)年に
玉島紡績所が設立されるなど,資本主義的諸企業が早くから展開した備中西
部の農村を背景として展開されるのであり,備前東部や児島郡 ･都窪郡など
とちがって,大地主の少ない地域であった(19)0
2.土地集積過程
高戸家5代目寺平が東太郎から家督相続した1854年 (嘉永7)の土地所有
高は,田9町2反2畝,畑1町 1反8畝12歩,宅地3反8畝8歩,薮山林3
畝28歩など合計10町8反5畝余歩であった｡したがって,この幕末期にはす
でに寄生地主としての地位を築いていたといえる｡これ以後の田畑購入状況
については表 1に示しているとおり,1887(明治20)年までに田7町4畝15
(19) ｢大正十三年六月調査 五十町歩以上ノ大地主｣によれば,浅口郡は3名が該当する
が,それは長尾村 (現倉敷市)の小野はし (田畑135.3町歩),金光教副管長金光摂胤
(127.3町歩),連島町の早瀬松吉 (64.7町歩)である｡金光摂胤の所有地は田が7.6町歩
に過ぎず,残りは北海道の畑であったので,当該地域の地主経営での影響は小さかっ
た｡他の2人も,高戸家からはやや離れた地域で地主経営を行っていた｡
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表 1 年度別土地拡大 (単位 :皮)
年度＼村名 鴨方村 津田村 占見村 里見村 合 計
1856年 0.309 0.309
1868年 0.500 0.500
1870年 0.905 0.905
1877年 2.617 2.727 5.414
1878年 5.018 5.018
1879年
1880年 7.229 7.229
1881年 1.000 1.000
1882年 3.303 3.303
1883年 2.822 1.222 10.820 15.004
1884年 5.111 7.903 1.512 1.306 15.902
1885年 5.301 4.204 1.221 4.822 15.618
注)史料は ｢永代録｣による｡
歩,畑 9反 2畝16歩が増加しているが,このうち田の70%に当たる4町8反
余,畑の76%に当たる7反余が1883年から85年までの3年間に購入したもの
で,松方デフレ期に集中していた｡購入田の地域別構成は,増加分の36%
(2町5反 3畝12歩)が居村鴨方村,19% (1町3反 3畝29歩)が津田村,
20.1% (1町4反 1畝13歩)が占見村,24.9% (1町 7反5畝18歩)が里見
村からの購入 ･質流れによって取得したものである｡年代別には,1883年か
ら85年までの3年間に集中している｡とくに津田村 ･里見村はこの年から集
積したものである｡鴨方村では,1877年 ･78年の2年間に7反 7畝 5歩を集
積したほかは,やはりデフレ期に集中しているoさらに,このデフレ期3年
間とそれ以前とを比較場合,以前は質入 ･吾人が多く,請け返えされた田畑
も多いが,デフレ期の場合には ｢永年売 り｣つまり売 り抜けが圧倒的であ
る｡窮迫的な売買の特徴を示しているといえよう｡
さて,翌1888年の所有田畑は,田18町 1反 9畝21歩,畑 2町 6反 5畝 2
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歩,合計20町8反4畝23歩であり,その後若干の集横があるものの,高戸家
所有田畑のピークとなる1897年の所有田畑は,田19町 9反,畑 2町 4反弱
で,この間の増加は緩慢である｡このように,高戸家は1890年代初頭までに
基本的な土地集積を完了しているといえる｡
表2は,1888年から1899年に至る12年間の土地所有状況を示したものであ
る｡これによれば,高戸家の小作地は,1888年には田約18町2反の43.5%が
居村の鴨方村に,ついで隣村占見村 (現金光町)31.0%,津田村 (現鴨方
町)に15.6%,里見村 (現里庄町)に10,0%,畑2町6反5畝のうち約86%
が鴨方村に集中し,次いで11.2%が里見村にあった｡この年以降六条院村で
の土地購入が進み,逆に里見村では若干の土地が売却されるがその減少は
微々たるもので,1890年には田19町6反9畝,畑2町3反8畝11歩,合計22
表2 土地所有 (貸付地)の推移 (単位 :皮)
1888年 1889年 1892年 1893年 1894年 1895年 1896年 1897年 1898年 1899年
鴨 方 村 田 79.113 79.017 79.023 79.023 82.217 80.920 80.920 80.920 79.420 80.302畑 22706 23105 23105 227 2 721 2244 227 22 16 22916 22916
宅地 1.612 1.811 0.801 0.801 0.801
津 田 村 田 28.318 28.318 29.101 35.715 43.009 46.505 46.405 46.505 46.505 46.505
占 見 村 田 56.310 56.310 57.513 57.513 57.513 57.513 59.423 59.423 59.423 59.423畑 0809 0809 0808 0808 0808 0808 0808 0808 0808 0808
宅地 0.903 0.903 0.929 0.929 0.929
六条院村 田 0.523 0.523 0.809 2.100 2.700 2.700
里 見 村 田 18.110 18.110 17.401 15.825-15.625 10.012 10.012 10.012 9.112 7.900畑 297 297 3518 3318 3318 330 338
宅地 0.405 0.405
合 計 田 181.921 181.925 183.108 195.210 199.027195.613197.709199.100197.300196.900畑 26502 26 01 2751 2699 2691 26 2 26916 23724 23811 23811
注) 1.1888年 11889年,1892年 ･1893年 ･1894年は ｢所得取調仕出シ稗｣,1895年～1899年は ｢)'Tr柑金1.5-届
細｣によるO
2.1892年の津田相は,高戸郁三分を除くD以後は加辞してある｡
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町7畝11歩となる｡
品等別の面積 ･地価 ･預米をみると (1894年),田畑は上 ･中 ･下に分か
れており,高戸家全体では,中田が約60%,下田が34%となって上田はわず
かに6%である｡預米 (小作料)は上田が1石7斗,中田1石5斗,下田1
石2斗が標準で,里見村がやや低く中田1石3斗,下田1石となっているO
このような構成をとる全小作地から約300石程度の小作料を徴収しこれを肥
料店で販売して現金化し,毎年の生活費や貸金の資金,株式 ･公債購入の資
金に運用していった｡
次に,小作人支配について考察する｡現在のところ,小作人の実態につい
て具体的に把捉できる史料は ｢大正五年加地子取立帳｣であるOこの年
(1916年)の所有田畑は,田20町7反,畑 1町 8反余歩で合計22町 5反で
あった｡高戸家から田畑 ･宅地 ･貸家を借りている小作人などは,合計251
人であるが,内33人は宅地を,10人が借家人であったO残りの208人が田畑を
耕作する小作人であった｡表3によれば,田の小作人169人は,鴨方村62人
(114筆,87.215反),津田村46人 (同53筆,54.116反),占見村48人 (72筆,
55.922反),里見村11人 (13筆,8.615反),六条院村2人 (2筆,0.913反)
であった｡小作人1人当たりの反別は8畝15歩,反当小作米は1石4斗1升
8合であった｡この小作料の高さは,｢大正三年岡山県小作慣行調査｣(20)の鑑
真3 小作人の人数 ･規模 (田)
項目 人数 筆数 小作反別 小作米 納入米 残席 残代金 奨励米 奨励金 1筆当り 1人当り反当小村名＼ 皮 石 石 石 円 石 円 反別 反 反別 反 作米 石
鴨 方 村 62 114 87.215120.043114.598 5.295 64.545 4.55323.453 1.408 0.767 1.376
津 田 村 46 53 54.116 78.318 72.613 4.386 62.826 2.294 6.845 1.177 1.022 1.446
占 見 村 48 72 55.922 82.230 79.731 1.618 2.101 4.153 1.166 0.777 1.469
里 見 村 ll 13 8.615 ll.466 ll.045 0.431 0.360 0.786 0.665 1.326
六条院村 2 2 0.913 1.324 1.000 0.100 0.040 0.200 0.470 0.470 1.409
注)1.史料は ｢大Jl.五年加地子取立帳｣により作成したD
2.小作反別で勺の単位は四捨五入した.
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果である上田1.594石 (小作料率60%),中田1.320石 (同59%)とほぼ同じで
ある｡米穀検査令にもとづいて奨励米が支給されたが,革戸家の支給額は,
納米平均 1石につき4升であった｡これも浅口郡平均が合格米に対し3升～
7升であったから,平均的であるといえよう｡借地の規模をみると,1反か
ら2反未満層が最も多く全体の38%を占め,次いで5畝から1反未満層が
36%,5畝未満層が13%で,この3階層で実に87%を占めている｡ちなみに
最大規模は5反3畝6歩であった｡このように高戸家からの借地規模は小さ
いが,このことはこの地域が自小作農家が多いこと,活発な農村加工業の展
開がみられたことを合わせ考えると,この地域の農家は,他地域と比較して
相対的に富裕な農家が多く,農村加工業に従事することによる現金収入を
待,そのことによって金融機関の発達を促したといえよう｡
3.貸金業の展開
貸金の所見は享保期で,借用証文をみると,その年季は50年と長期にわた
るのものが多い｡それだけに,質流れが少なく土地集積のテンポが遅 くな
る｡新田開発地帯の大地主の場合はすでに江戸時代後期には1年切りの質入
れ関係が一般化しているが,高戸家の場合は,年季が長期であること,年季
を過ぎても,勘弁 ･容赦し借銭の返済を待つ姿勢が貫かれている｡この高戸
家の性格が,明治以後にも引き継がれていく｡
先ず,表4によって明治10年代の貸金業について検討する｡営業関係では
貸金 (残高)が圧倒的な比重を占めているが,ここで注目されるのは,1885
年を境に1887年まで貸金が停滞している事実である｡デフレ期で農民の貧窮
化が顕著な時期であるが,1882年鴨方村で田地宅地合計 3反 6畝 8歩
(20)岡山県内務部 『岡山県小作慣行調査』(1914年)による2毛作田のばあいであるO同書
15-16ページ.
-37 1
表 4 営業関係資金収支勘定表 (単位 :円)
項目＼年代 1873 1874 1875 1876 1877 1878 1879 1880 1881 1882 1883 1885 1886 1887
貸 金 5386.7006670.7705705.347 6710.019 5105.786 8382.66510324.440 9043.630 9765.44010670.82011507.330 7530.900 7303.210 6881,094
講 金 50.429 63.675 63.675 63.675 42.030 42.035 42.030 42.030 42.030 42.030 42.030 42.034 42.030 42.034
店 勘 定 261.343 661.558i917.875 550.276 807.TOO 461.230 431.620r 768.120 751.930 754.370 599.250 730.090 672.800 604.948
土地購入費i 】 364.250 304.920 51.210 1654,000 599.240 1903.780 1933.520 1577.050
有金その他 243.SOD 80.688 33.600 25.040 1714.900 204.030 242.400 175.000 53.180 35.000 56.800 208.750 130.520 32.275
不 明 金 193A77 193.932 185.690 193.932 193.932 193.932
合 計 6143.4477670.6207188.477 7713.260 8169.268 9335.10211040.49011682.78010612.58012101.12012205.41010445.294 9725.610 7560.356
預 り 金 1373.0001893.443 803.119 1342,587 1043.500 1798,230 2883,140 2163.200 2483.250 2676.920 2448.500 3098.090 1024.405 2062.398
借 金 866.800 720.667 649.333 328.000 306.660 306.660 64.000 42.660 21.330 2500.000
米不明金 193.477 193.932 185.690 193.932 193.932 193.932
そ の 他 47,150 679.000 556.300
合 計 2480.4272808.0421646.384 1864.519 1544.092 l2298.822 3626.140 2205.850 2504.580 2676.920 3004.800 3098.090 3524.405 2062.398
差引 残額 3663.0304862.5785542.093 5849.741 6625.176 7036.280 7414.350 9076.920 8118.000 9424.200 9200.610 7347.204 6201.205 5497.958
荏)1 史料は ｢永代象｣所収 ｢年々勘定留｣による.
2.｢貸金｣の欄には貸金 ･当分貸付 ･村辻費 ･本家貸しなどが含まれるが,一括して掲載した｡
3 米 ｢不明金｣は再掲であるO
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(599.24円),1883年田 1町 6畝 8歩 ･畑 2反 3畝 5歩 ･建家 1軒
(1,903.78円),1884年田 1町4反 3畝 9歩 ･畑 2反 9畝 1歩 ･宅地10歩
(1,406.24円),1885年1,933.52円,1886年1,577.05円と土地購入が活発に行
われた時期に,貸金が停滞しているのである｡この貸金の停滞は,新規貸付
の停滞が大きな要因であり,農民の土地売却が直接売買によるものであるこ
とを示している｡この表でさらに注目すべき費目に預 り金の動向がある｡こ
のデフレ期でも預 り金の額は減少せず,むしろ1885年には前年に比べ約650
円増加している｡翌年には約2,000円が引き出されているが,次年度にはふ
たたび約1,000円の増加となっている｡農民が土地売買の結果入手 した金銭
の一部を預金に回したこと,素麺業者が次年度の原料費などを預金している
ことなどが想定できる｡さらに高戸家の借金の動向に注目すると,明治初年
の借金は小田県や旧鴨方藩士から10年賦から8年賦で借 りており,1881年度
までに返済した｡この時期の借金は,貸金での資金回収が思わしくなく,家
計を圧迫していたことによる01886年の借金2,500円は,明らかに土地購入
資金のための一時借入金であり,第二十二国立銀行から借 りたと推測され
る｡
さて,明治20年代になると,土地経営は安定的に推移し,資本主義的諸企
業の勃興期に入り,貸金も一層拡大されるO先ず,貸金残高をみると1888年
の7,162円から毎年貸金が増加し,1893年には16,368円と,1888年の2.3倍に
なっており,貸金部門が拡大しているが,利子収入は600円前後とほぼ横ば
い状態である｡1896年の ｢金貸帳｣によれば,1年の利子はほぼ9歩から1
割であったが,契約期間以後利子分のみを支払い,契約を先延べする者が多
く,貸金の回収は進んでいない｡利子さえも次年度の先延べ契約に入れる始
末で,貸金の増加に比し,貸金回収や利子の徴収が停滞している｡
次に,貸付対象者 ･貸金額 ･利子 ･回収状況がわかる最初の史料である
｢明治二十九年金貸帳｣によって,鴨方倉庫銀行設立直前の高戸家貸金業の
実態について検討する｡この年の貸金合計 (残高と新規貸付)は21,241.5
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円,利子収入1,242.279円であったが,貸金残高は3,528.5円と大幅な資金回
収に成功している｡貸金の延べ担保物件をみると,土地が55件 (貸金
8,432.5円),建物 1件 (195円),合計56件8,627.5円,素麺23件 (5,705円),
小麦5件 (710円)合計28件6,415円,公債 ･株券5件 (720円),無担保25件
(5,479円)となっており,素麺 ･小麦を担保とした貸金が展開されていたこ
と,この2つで貸金の約30%を占めていることがわかるOこの素麺は,表5
に示したごとく,笠岡町 ･津田村 ･里見村3村合計6人のほかは小坂村 (現
鴨方町)の素麺業者で,｢小坂寒製素麺｣ ･｢小坂製素麺｣の記載,さらに
｢松｣｢竹｣｢梅｣などの商標も記されているoこれらの素麺業者は,10月-
3月製造の製品を1月に高戸家に預入れ,素麺を担保として7月30日期限で
貸金契約を行い,夏に販売のため請け戻した｡この年の素麺の量は,5貫目
入り5,609箱で,利子は1か月9朱 (厘)から1分であったO小麦は合計389
俵が担保に入れられ,｢停車場倉庫｣に保管された｡
このように,高戸家は近隣諸村の素麺業者と金融取引を行っていた｡この
ことが普通銀行に倉庫業を兼ねる倉庫銀行設立の要因であった｡
高戸家は倉庫業務と貸金業務を鴨方倉庫銀行に移行させ,貸金業での資金
回収の停滞を克服することができ,素麺 ･小麦,麦梓真田の輸送拠点となっ
た鴨方駅前に店舗を設置して,金融機関として順調な発展をとげ,高戸家自
身は株式配当金と月給および役員手当金 ･賞与金を取得した｡
この結果,鴨方村-の融資を除くと大口の貸付が大幅に減少し,貸金業務
は残高消却程度となり,また担保物件も素麺は全く無くなり,土地と無担保
の貸付となった｡とりわけ無担保貸付の拡大がこの期の特徴となった｡
このように高戸家は多額の貸金業を展開した｡100町歩を越える大地主で
あった日笠家の場合は,明治20年代の貸付額の最高が1895年の5,286円で
あった｡日笠家は,大地主の中にあっては土地経営を中心に堅実な経営に終
始し,有価証券投資などにほ慎重であったが,それにしても高戸家の貸金額
がいかに大きさが注目されよう｡この点をさらに検討するため,児島郡にお
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表5 素麺 ･小麦を担保とする資金 (1896年)
担保 農家 貸金l 期 間 利子 抵当量 納入利 備 考
莱也 1 500 1/1-7/30 1歩 500箱 6.0003/29200箱を高橋仲太に売軌 3/1元で同人に200円貸す○∠
残り300箱分60円増金で貸㌻3/23元利受取,素麺返却2 95 / / 95 2.850
3 400 1/12-7/30 ′/ 378 26.4008/27までに元利受取,8/3素麺返却
4 300 1/6-7/30 / 300 21.0008/2元利受取,8/2素麺返却 (笠岡町)
5 100 1/9-7/30 /′ 100 7.0007/17元利受取,7/17素麺返却 (里見村)
6 40 1′12-7/30 / 95 2.5005/15元利受取.スミ
7 300 1/17-7/30 9朱 300 21.6008/4元利受取,素麺返却
8 224 1/18-7/30 1歩 224 14.7428/4元利受取,8/4素麺返却
910300 1/30-チ/30 / 299 5.4003/16元利受取,抵当素麺之内296,10丁相渡166 / 166 996 72 8/1素地返却
ll110 / / 110 2.2003/23元利受取,素麺返却 (笠岡町)
12100 2/1-7/30 / 100 6.0007/31元利受取,素麺返却
13600 2/3-7/30 / 500 63.325但し100円2/14旧年明に渡,8/17-8/19までに元利受取
14300 2/1-7/30 / 300 18.0007/16元利受取,素麺返却 (津田村本圧)
15200 2/6-7/30 ′/ 300 6.0004/26元利受取,素麺返却
638 2 7 ′/ 342 1025 4 6元利受取,素麺返却
17300 2/1-7/30 /′ 300 18.0008/3までに元利受取,100箱7/13渡,200箱7/17渡
8/2元利受取,素鮎 却 l (津田村本庄)18200 4/1-7′30 / 200 8.000
19360 1/1-7/30 / 300 25.2007/28元利受取,素地返却
20 54 5/1-8/30 / 54 0.5405/31元利受取,素地返却
21103 5/13-8/30 / 103 2.1606/3元利受取,素麺返却
22103 7/5-8/30 / 103 1.0307/31元利受取,索麺返却 (津田村本庄)
23170 5/28-7′30 1.2 140 3.9108/1元利受取,素麺返却 (津El村本庄)
小変 24170 1/1-7/30 1歩 120俵 6.5003/27100円受取,小麦50俵渡,5/1460円29依,5/510円 5俵渡 8/5利6.00円511までに元利受取,小麦 受取
25 90 2/6-7/30 / 44 2.850
26250 2/7-7/30 ′/ 137 5.0004/3までに元利受取,小変返却
27100 7/24-8/30 ※ 60 1.3659/1元利受取,小麦返却 (停車嚇倉俸-預ケ)
注)1.史料は ｢明治廿九年金貸帳｣によるo小麦 1俵は3斗5升入｡
2.※は1EllOO門につき3･5銭である｡1.2は1分2朱を示す.
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ける年間300円以上所得者(21)のうち,高戸家と同程度の所得者,すなわち年
間2,000円以上所得者を一覧した表6と比較する｡高戸家の収入は土地所得
1,260円,貸金収入600円,貸家12円,株式 ･公債収入130円,合計2,002円で
あった｡児島郡の1892(明治25)年における年間300円以上所得者は154人で
あったが,この内,高戸家と同じ年間2,000円以上の所得者は14人,貸金収入
600円以上2人,耕宅地20町歩以上所有者は16人,株式 ･公債収入130円以上
表 6 高戸家と児島郡高額所得者の比較 (1892年度) (単位 :円)
年間2000円以上所得者 誓 酎(A) 貸 金 耕 電 地 有 価 証 券金 額 所 得 反別 (皮)L所 得 額 面庫得(B)B/A%
高 戸 郁 三 2,002ll,340 600 210.609 1,260 1,800 130 6.5
野崎 武吾郎 28,19315,000 1,200 4,554.328 15,517 52,700 2,930 10.4
野崎 定治郎 5,15310,000 800 294.515 1,171 18,600 1,289 25.0
荻 野 幸 平 2,903 4,000 320 236.217 1,116 3,850 180 6.2
中西 七太郎 4,429 4,000 320 677.313 2,162
三宅 万五郎 2,043 7,000 560 271.827 716 200 12 0.6
日 笠 哲 夫 5,015 4,000 320 959.218 4,056 4,150 315 6.3
中島 源太郎 4,143 6,000 480 332.922 1,549 35,106 2,114 51.0
星島 護一郎 7,274 1,784.824 6,336
尾 崎 邦 造 3,152 5,000 400 215.510 774
樺太防益三郎 5,866 197.327 1,050 57,225 3,997 68.1
高田富士太郎 3,150 50.602 561 28.000 2,160 69.6
高田 年太郎 2,544 12.323 74 28,000 2,100 82.5
中塚 文太郎 2,053 4,000 320 75.802 406 50 3 0,1
注) 1.太田健一 『日本地主制成立過程の研究』421-422ページ表Ⅴ-29より作成｡
高戸郁三は ｢所得取調仕出シ簿｣によるQ
(21)前掲太田健一 『日本地主制成立過程の研究』421-422ページ,表V-29｡
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は14人であった｡このように,貸金額 (収入)の大きいことが高戸家地主経
営の大きな特徴といえよう｡
4.有価証券投資
明治20年代は,土地集積がほぼ完了し,貸金経営も活発に展開されたが,
この時期の最大の特徴は,企業の勃興にともなう有価証券投資が始まったこ
とであり,高戸家地主経営が新たな段階を迎えた時期である01888年に玉島
紡績会社の株式30株を1,500円 (手数料とも1577.55円)で購入したのをはじ
め,玉島精米会社株170円,ついで翌年に山陽製糸会社10株 (1株10円株)を
取得している｡その額は大きくなく,また利益配当金も購入当初は玉島紡績
のみで110円,収入に占める割合はわずかに7.8%に過ぎないが,1891年に,
倉敷紡績会社第1回増資の時,新株15株を取得し,1892年に玉島紡績株を1
株に減らし,笠岡明十銀行6株を取得している｡そして,1894年下半期には
明十銀行の破産を受けて,倉敷紡績株を22株に増資して,この間の欠損を挽
回しようとした｡
このように,明治20年代にはじまった有価証券投資は,初期の玉島紡績 ･
明十銀行などの営業不振から,倉敷紡績 ･玉島銀行など着実な銘柄に集約さ
せたが,1900年代に入ると新たな展開をみせる(表7)｡高戸郁三自ら取締役
専務 (頭取)となった鴨方倉庫銀行では,590株 (全株式の59%)を取得して
いるが,それ以外で最大の投資先が山陽鉄道株であった｡1900年の株数は
266株,額面13,300円,払込金10,258円 (証拠金などを含む)で,1905年に新
株115株を2,012.5円で購入,以後払込金を増額して配当収入を増やした｡倉
敷紡績株は,1894年下半期の22株のまま13年間を経過し,1908年に新株11
秩,さらに1912年に新株33株を増資しているが,紡績業界が不況のどん底で
あった1914年66株全部を売却している(22)0
さて,1909年には,有価証券投資の一層の拡大がみられる｡その投資部門
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表7 所有株式の推移 (単位 :円)
年 度会 社 名 1896年 1904年 1909年 1912年 備 考株数 額 面 払 込 額 株数 額 面 払 込 額 株数 額 面 払 込 額 株数 額 面 払 込 額
倉敷紡鏡株式会社 221100.0001177.245 22 1100.000 1177.245 33 1375.00011727.245 66 1686.7451914年66株全部を4919.050円で売却,1545.805円の利益
玉島紡績株式会社 1 50.000 1 50.000 50.000声Jl
山陽製糸株式会社 10 100.000 10 100.000 100.000
株式会社玉島銀行 1005000.000 100 5000.000 2500.000 40 2000.000 1000.000 40 2000.000 1000.000
山陽鉄道株式会社 26613300.00016576.820 411 34935.000
株式会社鴨方倉庫銀行 59029500.00014750.000 58029000.00021750.000 58029000.00029000.0001915年新株1650妹分20625円払込,合計払込金48375円
岡山県農工銀行 8 42 877.230 42 877.2301913年63株,払込金1496.530円
三原セメント株式会社 30 210.000 210.ロoo
株式会社明十銀行 6 78.300 78.300
兵庫電鉄株式会社 5 374,510 5 499.5101913年 5珠,払込金562.920円
中備素麺株式会社 50 625.000 30 375.000
中国鉄道株式会社 F 147 4824.300 147 5312.300
岡山県韓国農業奨励取合 5 350.000 5 350.000
京阪電気鉄道株式会社 50 2690.250 225 15394.250
鐘淵紡蹟株式会社 50 4690.750 SOT 4690.750
台湾製糖株式会社 50 2000.ロoo 110 4462.500
伯刺西爾拓殖会社 l 5 1 75.0001915年5株,払込金100円
東京電燈扶式会社 ～ i 100 4071.4501915年100珠,払込金5071.450円
荏)1 ｢金貸帳｣より作成したC
2 倉敷紡績 ･山陽鉄道の払込金は ｢出金高｣を示しているo
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は中国鉄道 ･兵庫電鉄 ･京阪電鉄など鉄道部門,さらに,岡山県韓国農業奨
励組合や台湾精糖など ｢植民地｣株の取得である｡鴨方倉庫銀行に次ぐ投資
先の山陽鉄道が1906年の ｢鉄道国有法｣よって国鉄に編入されたが,この株
の売却金を資金に,投資先を上記の銘柄や,鐘淵紡績など中央株に向かわせ
たのである｡｢植民地｣株-の参画は,県会議員として1906年に岡山県が派遣
した ｢満韓視察団｣に加わったことによる｡帰国後岡山県主導で韓国農業奨
励阻合が設立され,高戸郁三はその発起人となり積極的に関わり,1908年に
は隣村の三和村の工藤敏夫ほか2人と朝鮮大鞘府内に土地を購入し (出資金
3,305.2円),さらに1912年にはマレー半島のゴム園購入に出資するなど,そ
の範囲は大陸にまで拡大したoこれらのうち,共同事業で出資したものを
1912(明治45)年の ｢金貸帳｣でみると,以下のようである｡朝鮮大鞘府内
の土地-の出資は,先に述べたごとく,工藤敏夫との共同出資であったが,
1912年の利益配当が620.795円,13年565.205円,14年590.305円,15年
536.35年であった｡また,1913年2月 1日には,釜山府釜山面に雑種地 ･田
を合計947.60円の出資額で購入している｡さて,共同出資事業はさらに,
1911年12月15日岡山鹿田駅前の土地に2,360円を出資,翌12年土地の地上げ
費用180.43円を追加出資している｡また馬釆 (マレー)半島護護園栽培に
は,1912年から1916年まで13回,合計7,850円の出資しているが,配当金につ
いては不明である｡1900年12月14日に設立された吉備運送合資会社には360
円を出資,さらに,1916年 1月には紐育 (ニューヨーク)土地の株式 4株
(-ムステッド･シンジケート100円株)の購入を申込,証拠金40円が支払わ
れているが,購入できたか否かは不明である｡
このような大陸をも含む投資行動の拡大の結果,高戸家の地主経営全体で
は,1900年代初頭には,早くも有価証券配当 ･利子収入が土地収入を凌駕
し,経営者的地主として地主経営の安定と拡大が計られたのである｡
(22)倉敷紡蹟株式会社第50回 ｢営業報告書｣(大正3年上半期),第51回 ｢営業報告毒｣O
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5.鴨方倉庫銀行の設立
1896年 7月2日,近隣の中小地主 ･商人を糾合した鴨方倉庫銀行が鴨方駅
前に設立され,高戸部三が専務取締役に就任し,自ら銀行経営者となっ
た(23)｡鴨方倉庫銀行の設立は,高戸家地主経営の画期となったが,なぜ,倉
庫銀行を設立することにしたのか｡まずは,この点を明らかにしておきた
い｡第 1に,1890年公布の ｢銀行候例｣および ｢貯蓄銀行候例｣が1893年に
施行されたこと,｢国立銀行営業満期処分法｣によって国立銀行が普通銀行
-の転換が可能となったこと,このような銀行制度の整備にともなって,従
来の銀行類似会社や貸金業者が銀行を設立したこと｡第2に,資本主義的企
業の勃興期であり,これら企業設立者の資金需要があったこと｡第3に,諺
立の中JLhである高戸郁三にとっては,1890年代後半には貸金は拡大される
が,元金 ･利子の回収が思うように進展しなかったこと｡第4に,高戸家の
貸金業が地場産業として飛躍的に発展しつつあった素麺業者や,同じく地場
産業の麦梓真田業者などを相手としていたこと,などである｡とりわけ,第
4の理由から普通銀行に倉庫業を兼ねる倉庫銀行設立 (銀行部資本金25,000
円,倉庫部5,000円)の要因となったのである｡
鴨方倉庫銀行は1897年5月に開業したが,1901年 7月には金神駅 (現金光
駅) ･寄島に,1907年 1月には笠岡に出張所を設けるなど順調な発展を遂げ
た｡1890年代までの高戸家地主経営は土地経営による小作料徴収と貸金業を
2大支柱としていたが,1890年代後半からほ有価証券投資を活発に行い,
1900年代初頭には配当 ･利子収入が土地収入を凌駕するに至る｡この有価証
券投資の運用資金に銀行借入金があり,高戸家も鴨方倉庫銀行と密接な関係
(23)鴨方倉庫銀行については 『中国銀行五十年史』(株式会社中国銀行,1983年)617-
619ページを参照｡ちなみに,大正期の倉庫部での取扱い商品は,玄米.小麦･雑穀･
素麺･雑貨･肥料である0
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もったのである｡
高戸家が銀行から借入た初見史料は,第二十二国立銀行からの借入れ契約
である01886年の2,500円借入れを第二十二銀行のものと推測したが,それ
に次いで,1892年7月に第二十二国立銀行玉島支店から1,500円の借入れを
行っているOこの契約では,鴨方村所有地所38筆 (4町7反8畝23歩,地価
3,002.20円)を担保に,3年間の当座借越契約を結んだのである｡この借入
金は期限前の1895年3月に返済,次いで1893年11月には占見村の地所60筆
(5町7反5畝13歩,地価3797.502円)を担保に1896年11月まで3年間の借
越契約を行い,2,000円以内の自由な借用を実現し,契約期限前の1894年 3
月には契約を解除した｡この契約は翌年に中国銀行(24)に引継ぎ,11カ月の延
長に成功しているQこのように,銀行との間に当座借越契約を結び,自由な
資金運用を可能にしたことが,有価証券投資を活発に展開できる条件となっ
たO
さて,先に述べたごとく1897年5月に鴨方倉庫銀行が開業し,高戸郁三が
頭取に就任した｡
高戸家は,土地経営における小作料徴収とその販売による現金化,および
有価証券投資による配当 ･利子収入を鴨方倉庫銀行の当座預金に振込衣,い
つでも利用可能な状態にしていた｡その上で,有価証券投資に必要な資金が
当座預金で不足するはあいは,銀行借入金で賄った｡いま分析可能な最初の
年である1898年の銀行借入金およびその支払い方法について記せば,以下の
とおりである｡
まず,前年の12月31日に第二十二銀行から1,800円を借入れ,返済期限の
2月24日には利息のみを支払い,元金は3月30日まで延期の契約を結んだ｡
(24)第二十二国立銀行が国立銀行営業満期解散を懸念して,別に資本金60万円で1995年
に設立した銀行｡1897年3月には二十二銀行に合併された｡『岡山県大百科事典』山陽
新聞社 (1980年)所収,拙稿 ｢第二十二国立銀行｣参照｡
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3月12日には3月31日期限で2,000円を借入れ,とりあえず利子14.520円を
支払った｡支払い期日の3月31日には,玉島銀行から5月30日期限で2,000
円を借入れ,山陽鉄道株60株を担保に差しだした｡翌日4月 1日,第二十二
銀行に,先の1,800円と玉島銀行からの借入金の2,000円で2,000円の借入金
を支払い,それぞれの利子21.380円,0.67円を支払った｡同日,玉島銀行か
ら1,200円を山陽鉄道株40株を担保として借入れ,これは4月24日に利子を
含めて返済,8月8日に,鴨方倉庫銀行から借入れた2,000円で,3月31日の
借入金を返済した｡この年の玉島銀行との取引はこれだけであるが,第二十
二銀行とは,5月3日2,200円,同月11日500円を借入れたが,18日に鴨方倉
庫銀行より1,500円を引出し,第二十二銀行の当座に預入れた｡さらに,これ
を6月17日に借入れ,同日鴨方倉庫銀行に預入れ,6月25日に400円借入れ
た｡8月には合計1,800円を借越あるいは引出し,これを鴨方倉庫銀行に預
入れておき,9月8日には鴨方倉庫銀行より3,000円を借入れ,利子95.130
円とともに第二十二銀行の支払いに当てた｡10月には50円の借入れを行 う
が,鴨方倉庫銀行より1,950円の借入れをもって11月11日に返済し,第二十
二銀行の借入れ残高を0円とした｡この後も翌年の2月22日までに50円,
4,000円,2,500円,2,500円,2,000円と5度の借入れを行っているが,これ
もすべて鴨方倉庫銀行からの借入金で返済していったのである｡結局この年
度の借入金残高は,2,000円となった｡その他,中備銀行から2,000円の借入
金がみられるが,その支払いについては不明である｡
以上のように,鴨方倉庫銀行を機関銀行とし,1890年代以来取引関係の
あった第二十二銀行からの借入金によって,株式 ･公債の購入資金としたの
であった｡その際,借入金の担保に,従来の土地にかわって株式が用いられ
ていることは注目に価することであるoそれどころか,高戸家が所有する山
陽鉄道株は,鴨方倉庫銀行が他銀行から借入れを行 うばあいの担保に使用
し,高戸家に毎年使用料を支払っているのであるOこの他に玉島銀行からの
借入金が支払いに使用されたが,一時的な取引関係で終っている0
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このように,高戸部三は鴨方倉庫銀行を機関銀行とし,第二十二銀行との
取引を行ったが,このような関係は1900年まで続き,以後は1908年まで鴨方
倉庫銀行一行のみとの取引関係となるO銀行借入金もここのみに絞られた0
1909年以後の銀行借入金は,従来の取引関係とはやや異なる (表 8)｡第1
に,取引銀行が多様化したこと,第2に,1行当りの取引額が多額になった
こと,第3に,最終的には,鴨方倉庫銀行の当座預金あるいは同行からの借
入金で返済する方法が取られたが,短期的には銀行との当座借越契約によっ
表8 銀行借入金の推移 (1909年以降) (単位 :円)
年度 取引銀行名 借入金 期限,支払日
1910 倉 敷 商 業銀行5,000 5/2-8/8岡山二十二貯蓄銀 5.000 8/5-ll/5鴨方 食庫 ll5 113,6/2完納鴻池銀行岡山支店 10,000 12/9-2/4
同 上 10,000 2/4-4/29
1911 塊池銀行岡山支店 10,000 4/29-6/28,6/20
同 上 10,000 6/28-9/3 ,9/5返金
鴨 方 倉 庫 銀 行 2,000 6/2-6/30,7/17返金
岡山二十二貯蓄銀行 10,000 9/5-12/4 ,12/4
同 上 10,000 12/4-3/2,3/6返金
同 上 10,000 3/6-5/4 ,5/18
1912 岡山二十二貯蓄銀行 10,000 5/19-8/1,8/14同 上 10,000 8/14-10/30同 上 10,000 ll/ -1/,1/23
同 上 10,000 1/23-90日,4/23返金
1913 岡山二十二貯蓄銀行同 上 10,000 46/23.=76./那 ,89A24欝同 上 10,000 8/24-90日,ll/24返金
同 上 10,000 ll/25-2/28,2/28返金
1914 岡 山 貯 蓄 銀 行 10,000 6/1-8/26,9/l過金
同 上 10,000 9/1-ll/ ll/21返金
同 上 ll2 1 9 1 9返
同 上 10,000 1/9-3/20,3/20返金
同 上 10,000 3/20-6/ll,9/18返金
1915 岡山二十二貯蓄銀行同 上 5,000 描 =8/30,i.8Aa8同 上 5,000 10/18- 1/18
注)1.史料は各年 ｢金貸帳｣による｡
2.1912,1/27岡山貯蓄銀行により10,000円の借入金O同1914.2/28.10,000
円,5/29.返金01914.6/1の借入金につながる0
3.1914.10/8-12/1.鴨方倉庫銀行より915円借入金01915.2/1-6/5.
20,000円借入金,合計20,915円となる｡
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て,利子分のみを支払い,元金支払いは次々と延期していく方法が取られた
ことである｡
次に,有価証券投資と銀行との関連について簡単に検討しておきたい｡高
戸家が有価証券を購入するはあい,最初は鴨方倉庫銀行や第二十二銀行を経
由して購入した｡たとえば,1898年11月24日には岡山銀行から ｢山陽鉄道新
株売入札証拠金受取｣を行っているが,これは,岡山銀行に山陽鉄道の新株
購入の申込を行い,その証拠金を支払ったが,新株の購入に失敗したので証
拠金が返済されたことを示しているOこのように,国債 ･株式の購入は,衣
券会社が未発達な段階であったので,銀行がその役割を有していた.国債
は,第二十二銀行を利用したが,株式に関しては中央棟を購入するようにな
ると,関西の銀行を利用するはあいもみられた｡たとえば,1901年に日本興
業銀行株75株を購入するため750円の証拠金を浪速銀行に支払ったが,これ
は倉敷商業銀行を仲介に行われたOこの取引は成功せず,日本興業銀行株の
購入はできなかったので,証拠金は全額高戸家に返還された｡
以上に明かなごとく,高戸家は鴨方倉庫銀行を資金運用の検閲銀行として
いったが,鴨方倉庫銀行との総取引量を示せば,表9のようになる｡このよ
うにして,中小地主である高戸家も,有価証券投資の資金を獲得し,投資を
拡大し続けていくことができたのである (表10)0
6.高戸郁三の政治活動
1899年9月26日,府県制施行最初の県会議員選挙が行われ,浅口郡 (定員
3名)から立候補,選挙資金1810.741円 (この年の高戸家の全収益金の約
56%)を使って最高得票1,140票を獲得して初当選した｡憲政本党 (旧進歩
党)岡山支部の推薦を受けたが,無所属で立候補,当選 したものであ
る(25)｡高戸郁三29歳の時であった｡以後,1911年まで連続3期の当選を果た
し,1905年10月には岡山県参事会員となり,1907年 (37歳)から1909年まで
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県会議長を務めた｡その後は浅
口電気株式会社の経営などを
行ったが,1917年の衆議院選挙
で国民党から立候補し当選,国
会議員を1期務めたのち,政界
を引退し,この間に実行された
倉敷銀行を中心とする6行の合
併によって成立した第一合同銀
行の取締役として銀行経営に参
画する｡
県会議員時代の大きな問題と
なり,かつその後の高戸部三の
政治活動や経済活動に大きな影
響を与えた問題は,宇野湾築港
問題と,満韓視察団派遣問題で
あった｡前者は,山陽鉄道宇野
線敷設に合わせ岡山県が宇野港
の築港を計画したことに対し,
1905年11月の県会では県の築港
案を13対22で否決した問題であ
る｡檎垣直右県知事は原案執行
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表9 高戸家と鴨方倉庫銀行との総取引高の推移
受 取 金 支 払 金 合 計
1898年 22617.024 29688.152 52305.176
1899年 8589.202 13307.000 21896.202
1900年 21487.136 14847.382 36334.518
1901年 2403.502 3567.750 5971.252
1902年 23963.490 26482.745 50446.235
1903年 8829.550 10552.530 19382.080
1904年 6770.245 6358.110 13128.355
1905年 5308.375 7254.380 12563.755
1906年 18392.985 12734.219 31127.204
1907年 11051.900 7563.490 18615.390
1908年 19844.920 20899.780 40744.700
1909年 15673,360 19837.970 35511.330
1910年 32920.240 16604.964 49525.204
1911年 14598.840 12064.220 26663.060
1912年 23152,385 12891.015 36043.400
1913年 13499.035 12942.710 26441.745
1914年 42315.430 20197.480 62512.910
1915年 46970.550 35089.010 82059.560
注)1.史料は各年 ｢貸金当座帳｣により作成
した0
2 受取金には,預金利子 ･配当金 ･預金
引出し･借入金などが ,支払金には,当
座貸越利子 ･預金 ･借入金支払などが該
当するo
のため内務大臣の許可を申請,
原案執行の告示を出したが,他方反対派議員は1906年1月5日に県民大会を
開いて反対運動を盛り上げた｡結果的には,臨時国債募集問題によって反対
運動は切り崩され,宇野湾の築港が進むが,この反対運動に県議として参加
(25) ｢山陽新報11899年9月21日付D
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表10 収支勘定
(単位 :円)
費 目 1894年 1895年 1896年 1897年 1898年 1899年 1900年 1901年 1902年 1903年 1904年 1905年 1906年 1907年 1908年 1909年
吹入l 土 地うち手作 1888.6232094.1071866.8952272.8272482.4412105.0411667.9722442.6862327.4582396.5282572.2272695.100 3134.8173251.6372204.098 1555.041
60.000 148.491 58.467 32.609 83.770 103.733
株式公債 1274.7801528.2241454.0741930.3471626.9181981.7571829.9292249.1612607.9093193.7803096.6973773.131 4651.2794593.6635072.912 5891.230
地所売買 38.690 235.920 59.000 59.000 150.593 94.940 280.501△20.360 411.335 42.300 462.730
株式売買 1425.450 64.80011680.180 3838.960
そ の 他 43.056 17.152
合 計 3163.4〔)35047,7813364.0254241.8644362.4314145.7983497.9014750.8475805.9605685.2485949.4256512.67119466.2768256.6357391.31011747.961
支班 常 費 360.032 520.785 588,784 631.793 764.314 695.243 793.246 780.349 926.945 813.603 845.191 997.007 1300.0531130.7461369.237 1437.366
臨 時 費 1165.771 115.680 174.935 282.833 278.560 204.802 792.253 420.389 773.657 731.659 468.506 521.212 550.373 751.230 644.555 1315.710
そ の 他 181071107795 343646 445200 73755 271995
合 計 1525.803 636.465 763.719 914.6261042,8742710.7862663.4441200.7381700.6021545.2621303.6971518.219 5194.0543327.1763387.547 5473,041
荏)1,史料は各年 ｢首勘定｣｢勘定｣による｡
2 地所売買は差引増減を示し,△は減少を示す｡
3 支出のその他で1899年は ｢県会義兵選挙斉｣,1900年は ｢双桂舎再興費｣.1906は ｢島徳三補足金｣.1908･1909年は ｢越智損金補境兼｣である｡
4.帳簿記載と計弁償とで若干の誤差がある年があるが,計算値を表示した｡
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した一人が高戸郁三であった｡岡山県会における政党の勢力分布が明確にな
るのが,高戸郁三が当選した1899年以後のことで,この年では進歩党11,自
由党12,中立系14であったが,1903年の選挙では,進歩党24,政友会8,中
立系6と犬養毅の影響下にある進歩党が多数をにぎり,県会をリードするこ
とになった(26)0
高戸郁三は当時岡山県会で主流を占めていた進歩党系で,古参議員の賛成
論に反対し,中堅党員として反対運動を担って行ったのである(27)0
この後,犬養毅率いる立憲国民党とも関係をもち,先に述べた如く,1917
年の衆議院選挙で国民党から立候補し当選しているのである｡
後者は,1905年の岡山県通常県会で満韓視察団派遣が決議され,1906年 5
月に県会議員9人 (進歩党6,政友会 1,中立2),実業会4人が選ばれ,潤
州と韓国の産業視察をしたが,高戸郁三は県会議員として韓国視察に加わっ
た｡韓国視察地は,釜山 ･馬山浦 ･大鞘 ･仁川 ･平壌などであった(28)｡
翌1907年10月に再び韓国視察を行い,帰国後 ｢岡山県韓国農業奨励組合｣
設立の創立委員として活躍する｡高戸部三はその理事に選任され,満手家 ･
酉服部家などの,いわゆる植民地地主の朝鮮進出の先導役を果たすととも
に,自らも前述のとおり,朝鮮などに進出することになる｡
このような政治家としての高戸家は,小作人支配でも妥協的となったと思
われ,紛糾事件は,管見の限りではみられない｡地域の評判が,選挙での得
票につながることは自明であり,選挙権を持っていない自小作 ･小作農で
あっても,間接的に選挙に影響を与えるし,その分だけ地域と密着した活動
を展開しなければならず,地域活動を重視しなければならなかったと思われ
(26)岡山県編 『岡山県史』近代 1(1986年)646ページQ
(27)継嘉明 ｢宇野湾築港と反対運動｣(岡山県立興陽高等学校 『研究集録』第22号,1993
年)
(28)EEI中槙- ｢満額視察員と韓国農業奨励取合｣(『北海道学園大学経済論』第38巻籍2
号,1990年)
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お わ りに
1890年代には基本的な土地集積は終わり,20町歩地主となる高戸家は,麦
梓真田業や素麺業などの農村加工業地域を背景として,その地主経営を展開
する.農業生産力が高く,自小作農家が多く小作農の少ない地域での土地経
営は安定的に推移した｡しかしながら,企業勃興期を迎え,貸金業や土地経
営といった従来の地主経営のみでは,経営の拡大は望めず,銀行経営や有価
証券投資を拡大しながら経営の拡大を図った｡大地主に比べて,資金力は小
さく,担保能力も小さかったカ㍉ 土地を担保に銀行との当座借越契約を結
び,資金を確保しながら有価証券を拡大した｡また,高戸部三は,県会議員
となって政治活動を展開,その立場から得た朝鮮農業の実態把握から,朝鮮
での土地の購入やマレー半島のゴム園,さらにはニューヨークの土地購入な
どに出資した｡これらの実態はわずかしか判明していないが,このような積
極的な経営で資産をのはすことに成功した｡
しかし,このような積極性がかならずLも成功するとは限らず,会社経営
や有価証券投資などに失敗して散財,土地を失って没落した多くの中小地主
が存在した｡また,大正期に入り小作争議が活発になると,吉井町の例にみ
られるように,その対応をめぐって大不在地主と対立し,小作農民とは在村
の性格上妥協的にならざるをえず,土地を売却して転職するような中小地主
もあらわれた(29)0
いずれにせよ,大地主に対して中小地主は産業革命期-の対応をめぐって
多様な活動を展開したのであり,また,その結果も多様であったといえよ
う｡各地の中小地主研究がまたれるのであるO､
(29)荏 (14)を参照O
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付記 本稿は,神立春樹著 『産業革命期における地域編成』(御茶の水書
房,1987年)の書評を執筆するなかで構想されたもので,岡山大学
大学院文化科学研究科の課程修了論文の一部である｡
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The Development of the Middle-Scale Landlord Management in Modern Japan
--A Case Study ofTakato Family in Okayama Prefecture--
Tatsuaki Morimoto
In this paper, the author attempts to clarifY the development of
middle-scale landlords in modern Japan, taking the Takato family as a
case study.
The Takato's accumulation ofland proceeded from the 1880s to 1890s
and they were in possession of 20 cho in the 1890s. The main_ sources of
Takato's income were farm rents, and interest loans on the security of
Somen Noodles.
In the 1890s, new industries developed in Japan. Takato had
invested their surplus funds in stocks and gained dividends. Ikuzo Takato
established Kamogata-Warehouse Bank with some middle-scale
landlords in July 2, 1896 and had selected head of this bank. Then he
borrowed money from the bank to invest in stocks. By the effective
management, his profits increased. So, the investment in stocks soon
exceeded the investment in land. Therefore, the income from dividends
increased gradually in the early 1900s.
Takato was elected as a member of the prefectural assembly from
1899 to 1911, and took the chair from 1907 to 1909. Further, he was a
member of the House of Representatives from 1917 to 1920. During this
period he had been to Korea as part of an inspection party. As a result of
this experience, upon his return to Okayama, he and the other member
formed a group to purchase land in Korea. Takato had continued to
purchase land in Malaya and New York.
The Takato family succeeded in accumulating property through such
diversified management. Other middle-scale landlords failed in their
business, and disposed of their land. It can be summarized as follows:
many middle-scale landlords attempted to make different styles of
diversified management of land, stocks, bank and other enterprises
during the time of the Japanese Industrial Revolution. Consequently,
some succeeded whereas others failed.
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